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１ 計画策定の趣旨 

少子・高齢化の進展と人口減少社会の到来、非正規労働者の増加と貧困・格差の拡大、経済

の低迷と閉塞感の高まり、グローバル化と国際的な人の移動の増加など、私たちを取り巻く社会

環境は、急速に変化しています。それに伴い、一人ひとりの価値観やライフスタイルも多様化して

います。ＬＧＢＴQ1、ＳＯＧＩ2といった言葉や、マタハラ3、パワハラ4などのセクハラ以外のハラスメ

ント、ダイバーシティ5などの言葉も社会に広く浸透し、生き方の多様性への対応が求められてい

ます。すべての人が豊かにいきいきと暮らしていくことのできる社会をつくるためには、性別はも

とより、国籍や年齢、職業、働き方、価値観などに関わりなく、家庭・職場・地域といったあらゆる

場でお互いを尊重し、手を取り合いながら、喜びや責任をともに分かち合っていく必要がありま

す。 

 

国では、１９９９年（平成１１年）６月に「男女共同参画社会基本法」を公布・施行し、男女共同参

画社会の実現を２１世紀の我が国の最重要課題と位置づけました。この２０年間で法整備も進め

られ、「ストーカー行為等の規制等に関する法律（ストーカー規制法、平成１２年施行）」、「配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法、平成１３年施行）」、「女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法、平成２８年施行）」、「政治分野に

おける男女共同参画の推進に関する法律（平成３０年施行）」といった法律の制定、改正が行わ

れてきました。２０２０年（令和２年）１２月には「第５次男女共同参画基本計画」が閣議決定され、

男女共同参画社会の形成を推進しています。 

 

その一方、国際社会において、日本は男女共同参画の分野では他の先進国に大きく遅れをと

っているのが現状です。２０１９年（令和元年）１２月に世界経済フォーラムが公表した「Global 

Gender Gap Report 2020」の中で、経済、政治、教育、健康の４つの分野における男女格差

を測る「ジェンダー6・ギャップ指数（Gender Gap Index：GGI）」が発表され、日本の総合スコ

                                                      

1 レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェ

ンダー（性別に違和感がある人）、クィア／クエッショニング（風変わりな・奇妙といった意味の言葉

をポジティブに自称／セクシュアリティを保留にしている人）の頭文字をとった単語で、セクシュア

ル・マイノリティ（性的少数者）の総称のひとつ。 

2 Sexual Orientation（性的指向：どの性別に恋愛感情などを感じるか、感じないか）と Gender 

Identity（性自認：自分の性別をどう感じるのか）の頭文字をとった言葉で、性的少数者に限定され

ない。 

3 マタニティハラスメント。労働者の妊娠、出産、育児休業取得などに際して、職場で嫌がらせや不利

益な扱いを行うこと。 

4 パワーハラスメント。職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を 

超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為。 

5 「多様性」という意味の英単語（diversity）。組織マネジメントや人事の分野では、国籍、性別、年

齢などにこだわらず様々な人材を登用し、多様な働き方を受容していこうという考え方のこと。 

6 生物学的な性別（sex）に対し、社会的・文化的につくられる性別（gender）であり、性別に関する
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アは０．６５２、国別順位では１５３か国中１２１位と過去最低となり、Ｇ７の中

で最下位、中国、韓国をも下回る結果となりました。 

国際規範や基準においては、平成２７年に国連で採択された「持続可能な

開発のための２０３０アジェンダ（ＳＤＧｓ）」の１７の目標の５番目に「ジェンダ

ー平等を実現しよう」が掲げられています。 

 

秋田県では、平成１４年４月に「秋田県男女共同参画推進条例（愛称：あきたハーモニー条例）」

を施行したほか、２０２１年（令和３年）３月には「第５次秋田県男女共同参画推進計画」を策定し、

男女共同参画社会の実現に向けた施策の総合的・計画的な推進を図っています。 

 

本市においては、２００９年（平成２１年）に「男女共同参画都市」を宣言するとともに、あわせて

「男女共同参画推進条例」を制定し、男女共同参画社会の形成に向けて取組を推進しています。 

そしてこのたび、上記のような国内外の状況を踏まえながら、市民の誰もが生きがいをもって

暮らせる住みよい活力あるまちを創造するため、ここに「第４次由利本荘市男女共同参画計画」

を策定しました。 

従来の計画を継承しつつ、新たな視点を盛り込みながら引き続き男女共同参画社会の実現に

向けて取り組んで参ります。 

 

２ 計画の基本的な考え方 

（１）基本理念 

次のような、すべての人が対等な立場で築き上げるバランスのとれた真に豊かな社会の実現を

目指します。 

 

●すべての人が一人の人間として等しく尊重され、あらゆる分野に対等な立場で参画でき

る社会 

●社会参画意欲にあふれるすべての人が、自らの選択によって充実した生き方ができる社

会 

●すべての人が支え合い、自由に意見を言い合い、喜びと責任を分かち合える社会 

 

※本計画中で用いる「男女」の記載は、性的マイノリティ7を含むものであり、表記上の２つの性に

限定するものではありません。 

 

 

                                                      

社会的規範と性差を指している。 

7 同性愛者、両性愛者、トランスジェンダー（性同一性障害や性別違和を含む）などの総称として使用

される。 
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（２）基本目標 

 本計画は、男女共同参画社会の実現を目指して次の４つを基本目標とします。 

 

Ⅰ 人権の尊重と共生社会に対する意識づくり 

Ⅱ 男女共同参画による活力にあふれたまちづくり 

Ⅲ 家庭・職場での男女共同参画に向けた環境づくり 

Ⅳ 生涯にわたる健康と安心を支える社会づくり 

 

（３）計画の位置づけ 

 

●「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に基づく「市町村男女共同参画計画」に該当する

ものです。 

●市政運営の方向性を示す、由利本荘市総合計画「新創造ビジョン後期計画（令和２年３月策

定）」を上位計画とする分野別計画として位置づけます。 

●「第３次由利本荘市男女共同参画計画（平成２８年度～令和２年度）」を継承し、市のその他

分野別計画との整合を図り策定したものです。 

●計画の基本目標Ⅲの重点目標（１）（２）は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進法）」第６条第２項に基づく「市町村推進計画」に該当するものです。 

●計画の基本目標Ⅰの重点目標（３）の基本施策②は、「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」第２条の３第３項に基づく「市町村基本計画」に該当

するものです。 

 

 

 

 

 



                               第２章 計画の策定にあたって  

5 

（４）計画の期間 

 計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

 ※社会情勢の変化や計画の進捗状況などに対応するため、随時見直しを行います。 

 

（５）計画の体系 

基本目標 重点目標 基本施策 

Ⅰ 

人権の尊重と共生

社会に対する意識

づくり 

（１） 

共生社会を目指す 

社会的意識の醸成 

①社会的、文化的につくられた

性差にもとづく制度・慣行の見

直し 

②男女共同参画に関する意義・

意識の啓発 

③男女共同参画推進のための意

見交換と学習機会の提供 

④市職員の意識づくりの推進 

（２） 

互いに他を思いやり 

尊重し合う心を育む 

学校教育の推進 

①家庭や地域の人々と一体とな

った学校教育の推進 

②互いの個性を尊重し合い、相

互理解が深まる心の教育の推

進 

（３） 

人権に対する意識の醸成と

暴力の根絶 

①メディアにおける人権の尊重 

②あらゆる暴力を根絶するため

の環境整備 

③市民の不安・悩みを解消する

相談体制の充実 

Ⅱ 

男女共同参画によ

る活力にあふれた

まちづくり 

（１） 

政策・方針決定の場への 

共同参画の促進 

①各種審議会・委員会・モニター

への男女同数の参画推進 

②市役所における女性職員の職

域拡大及び管理職への登用 

（２） 

地域活動への 

共同参画の促進 

①誰もが社会的、文化的利益を

均等に享受できる環境の整備 

②地域の男女共同参画推進活動

の促進 

（３） 

国際社会への理解と 

交流・協力 

①異文化交流の推進 

②市内在住外国人との共生 
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基本目標 重点目標 基本施策 

Ⅲ 

家庭・職場での 

男女共同参画に 

向けた環境づくり 

（１） 

就業における 

共生社会の実現 

①多様な働き方が選択できる差

別の無い労働環境づくり 

②あらゆるハラスメントの防止 

促進 

（２） 

女性の就業等の 

支援促進 

①女性の職業能力開発の支援 

②女性の就業条件の整備 

（３） 

多様な生き方を選択できる 

環境整備 

①家庭生活における社会教育の

充実 

②家庭における固定化された役

割分担意識の解消 

（４） 

家族で育児・介護ができる 

体制の整備 

①子育てに関する支援体制の 

充実 

②子育てに関する情報ネットワ

ークの充実 

③ワーク・ライフ・バランスの実現 

④介護を支援する制度の充実 

⑤介護負担軽減のための支援の

充実 

Ⅳ 

生涯にわたる 

健康と安心を 

支える社会づくり 

（１） 

生涯にわたる市民の 

心と身体の健康増進 

①母子保健に関する知識の普及

とサービスの充実 

②リプロダクティブ・ヘルス／ラ

イツの意識の啓発 

③生涯にわたる心と身体の健康

づくりの推進 

④生涯にわたるスポーツ・レクリ

エーション活動の支援 

（２） 

誰もが安心して暮らせる 

環境の整備 

①高齢者に対する福祉の充実 

②障がい者の社会参加の促進と

自立支援 

③ひとり親家庭への各種相談・

生活支援 

④困難を抱える子どもや若者の

育成支援 

（３） 

男女共同参画の視点に 

立った防災対策 

①災害への備え 

②災害発生時の対応 

③復旧・復興 
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基本目標Ⅰ 

人権の尊重と共生社会に対する意識づくり 

 

誰もが、性別にかかわりなく個人として尊重され、その個性と能力を十分に発揮することがで

きる社会の実現は、すべての市民の願いです。 

しかしながら、永い間に作り上げられてきた社会制度や慣習により、「男は外に出て仕事、女

は家庭を守るもの」といった、性別によって役割を固定的に考える意識・慣習が根強く残ってい

ます。そうした固定的な役割分担の意識を解消し、すべての人が互いに手を取り合い、自らの

考えで生き方を選択できる社会を実現するためには、共生社会についての意識づくりがなによ

りも大切です。 

また、幼児期からの、他人を思いやり尊重し合う心を育む教育や学習が重要であり、子ども

の成長に応じてその機会が提供されることが必要であることから、学校教育現場における人間

形成に資する取組にも力を入れていく必要があります。 

さらに、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）8や性暴力、児童、障がい者、高齢者への虐待など

の暴力は、人権を著しく侵害するものであり、根絶すべき問題です。ＤＶや児童虐待などは、人

の目に付かない家庭内で行われることが多く、被害が潜在化する傾向にあります。そのため、

周囲の人による関係機関への連絡や、被害者自身が相談しやすい窓口の周知、及び被害の未

然防止に向けた啓発を推進していくことが重要です。また、暴力の被害者には心身共にケアが

必要であり、それぞれのケースに応じた専門機関との連携、サービスや制度の紹介、相談員に

よる相談など、寄り添った支援体制の確立も重要です。 

 

重点目標 

（１）共生社会を目指す社会的意識の醸成 

（２）互いに他を思いやり尊重し合う心を育む学校教育の推進 

（３）人権に対する意識の醸成と暴力の根絶 

 

                                                      

8 一般的には夫(妻)、パートナーからの暴力のこと。身体的暴力だけでなく、精神的暴力（例：妻の存

在を理由なく無視する）や経済的暴力（例：生活費を渡さない）なども含む。すべてのＤＶは犯罪で

あり、ＤＶ防止法(正称，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律)が 2001 年に公布さ

れた。 
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●施策と取組  

重点目標（１） 共生社会を目指す社会的意識の醸成 

男女共同参画社会を形成するには、男女共同参画に関する認識を深め、性別によらない視

点から家庭・地域における様々な慣行等を見直すことが求められています。そのため、広報等

を活用し啓発するとともに、人権を尊重し共生社会を推進する学習機会を提供します。 

 

基本施策① 社会的、文化的につくられた性差にもとづく制度・慣行の見直し 

○市の制度や慣行に、性別による不合理な偏りがないよう配慮していきます。 

○男女共同参画に関する事業について、事業実績の把握に努めます。 

○多様な性的指向9や性自認10に対する偏見や差別の解消に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・市の制度や慣行における、性別による不合理な偏りに対する配慮

を促し、偏りが確認された場合は状況調査を実施します。 
総合政策課 

・多様な性的指向や性自認に配慮した制度の実施のため、先進事

例などの情報収集に努めます。 
総合政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

9 人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのかを示す概念。具体的には，恋愛・性愛の対象が異性に向

かう異性愛（ヘテロセクシュアル）、同性に向かう同性愛（ホモセクシュアル）、男女両方に向かう両

性愛（バイセクシュアル）を指す。 

10 自分の性をどのように認識しているのか、どのようなアイデンティティ（性同一性）を自分の感覚

として持っているかを示す概念。多くの人は、性の自己認識（性自認）と生物学的な性が一致してい

るが、この両者が一致しない人は、そのために違和感を持ったり、身体の手術を通じて性の適合を望

むこともある。 
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基本施策② 男女共同参画に関する意義・意識の啓発 

○各種パンフレットやインターネット、市の広報等を活用した情報の提供と啓発を促進しま

す。 

○情報の収集や提供により、男女共同参画社会の知識の普及・理解の促進に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・市のウェブサイトに男女共同参画計画の内容を公表し、取組状況

の周知に努めます。 
総合政策課 

・各種パンフレットやウェブサイト、市広報等を活用した情報提供と

啓発促進に努めます。 
総合政策課 

・街頭キャンペーン等の啓発イベントを実施します。 総合政策課 

 

基本施策③ 男女共同参画推進のための意見交換と学習機会の提供 

○男女共同参画推進のための意見交換会の開催に努めます。 

○市民がともに尊重し合える社会形成のため、学習機会の提供に努めます。 

○男女共同参画推進に関する制度の周知と活用を推進します。 
 

取組の内容 担当課 

・意見交換の場として、男女共同参画推進協議会、男女共同参画ネ

ットワーク会議を開催します。 
総合政策課 

・啓発、学習の場として男女共同参画市民講座を開催します。 総合政策課 

・男女共同参画推進活動室の整備と利用促進を図ります。 総合政策課 

 

基本施策④ 市職員の意識づくりの推進 

○男女共同参画推進に対する意識の向上を図るため、職員研修を行います。 
 

取組の内容 担当課 

・専門的研修、民間企業や団体への派遣研修の充実を図ります。 総務課 
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重点目標（２） 互いに他を思いやり尊重し合う心を育む学校教育の推進 

互いの個性を尊重し、理解し合う人間形成には教育が重要な役割を担っています。性別

にとらわれず一人ひとりが人権を尊重し、相互理解が深まるよう、コミュニティ・スクー

ル11を一層推進し、家庭・地域・学校における教育・学習の充実を図ります。 

 

基本施策① 家庭や地域の人々と一体となった学校教育の推進 

○地域や学校の特色を生かした体験的な活動を積極的に取り入れるとともに、家庭・地域

との連携により、児童・生徒の自発的なボランティア活動の推進に努めます。 

○男女共同参画についての意識を見直し、適切な指導が図られるよう研修の充実に努め

ます。 

○学校教育の中で、ボランティア活動や障がい者・高齢者等との交流、さらには勤労体験

活動等を推進し、児童・生徒が体験的に人権尊重の意義を学ぶことができるよう努めま

す。 

○職業体験などを通じて、職業に対しての正しい理解と知識を深められるよう、キャリア

教育12の一層の推進を図ります。 

 

取組の内容 担当課 

・学校評議会、学校運営協議会委員、「子ども１１０番の家」等

との連携強化を図ります。 
学校教育課 

・長期休業を活用したボランティア活動事業を実施します。 学校教育課 

・地域や学校の特色を生かした体験学習や交流学習を推進しま

す。 
学校教育課 

・地域人材を活用した進路指導講演会等により、キャリア教育の

推進に努めます。 
学校教育課 

 

 

 

 

 

 

                                                      

11 学校・保護者・地域の人々がともに知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させることで、協働し

ながら子供たちの豊かな成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める法律（地教行法第 47条

の 5）に基づいた仕組み。学校運営協議会制度とも。本市では 2015 年度（平成 27年度）から全ての

小・中学校で取り組んでいる。 

12 一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャ

リア発達を促す教育のこと。 
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基本施策② 互いの個性を尊重し合い、相互理解が深まる心の教育の推進 

○人間的な触れ合いを深める体験的な活動を重視し、互いの個性を尊重するとともに相互

理解が深まるよう努めます。 

○教師と児童生徒、児童生徒相互の触れ合いの機会を重視し、信頼関係に満ちた好ましい

人間関係の構築に努めます。 

○スマートフォン、ＳＮＳ13の急速な普及に対応するため、情報モラルやメディアリテラシー14

に関する指導を一層強化します。 

○家庭科や道徳、総合的な学習の時間等を中心に、体験的な学習を通して家事や育児、介

護等を学習するとともに、学校教育の全体を通して人権尊重や共生社会について理解を

深めていきます。 

○性別にとらわれず、一人ひとりの違いや個性を大事にした教育を進め、人間の尊厳を守

り、すべての生命を尊重する子どもの育成に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・市教職員研修会において、市の教育方針の説明・周知を図りま

す。 
学校教育課 

・諸研修や学校訪問の場での指導を徹底します。 学校教育課 

・ＰＣ、スマートフォン等を用いた、ＳＮＳ等によるコミュニケ

ーションにおけるマナーや危険性、メディアリテラシーについ

ての指導を実施します。 

学校教育課 

・男女混合名簿の導入、標準制服の選択肢拡大など、教育現場に

おける多様な性的指向や性自認に対して配慮します。 
学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

13 ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略。人と人とのコミュニケーションを促進し、社会的

なネットワークの構築を支援するインターネットサービスのこと。有名なものに Facebook、LINE、

Twitter、Instagram などがある。 

14 メディアを、真偽を見極め取捨選択しながら主体的に読み解く能力。メディアにアクセスし、活用

する能力。 
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重点目標（３） 人権に対する意識の醸成と暴力の根絶 

基本的人権の尊重は、男女共同参画社会を実現するための根底となる考え方であり、こ

の視点に立った情報の提供に努めます。また、暴力については、関係機関との連携を図り

ながら、暴力の発生を未然に防ぐとともにその根絶に向け、環境の整備と相談・支援体制

の充実を図ります。 

 

基本施策① メディアにおける人権の尊重 

○男女共同参画の視点に立った表現を用いるように努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・誰にでも親しまれる広報紙を目指し、男女共同参画の視点に立

った表現を用いて紙面を作成します。 
広報課 

・刊行物等の作成において、男女共同参画の視点に立った表現を

使用するよう努めます。 
全ての課 
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基本施策② あらゆる暴力を根絶するための環境整備 

 ○広報・啓発により暴力の発生を未然に防止するよう努めるとともに、関係機関との連携

による対応の仕組みを検討します。 
○ＤＶ防止法、売春防止法、児童福祉法など関係法令の厳正な運用を図り、相談窓口の充実

及び被害者支援の取組を行います。 
 

取組の内容 担当課 

・市民相談員による相談を実施します。 市民課 

・要保護児童対策地域協議会を設置し、児童虐待やＤＶ等の問題

について関係機関と連携を図りながら対応します。 
子育て支援課 

・男女共同参画推進活動室において、関係機関の機関誌やパンフ

レットなど、広報・啓発媒体の充実を図ります。 
総合政策課 

・街頭キャンペーンなど、ＤＶ防止に向けた広報・啓発活動を推

進します。 
子育て支援課 

・デートＤＶ15、ＪＫビジネス16、セクシュアル・コンセント17等

に係る若年層に向けた啓発を推進します。 

健康管理課 

子育て支援課 

学校教育課 

・ＤＶ被害者の安全確保、心のケア、ケースに応じた制度や専門

機関の紹介など、関係各課が連携し、寄り添った支援を行いま

す。 

健康管理課 

子育て支援課 

 

 

 

 

 

                                                      

15 同棲していない交際相手からの身体的・精神的・経済的暴力。特に若年層でのデートＤＶは学校で

のいじめにつながるなど予防啓発が必要である。 

16 女子高生（JK）による密着なサービスを売りにした商売のこと。いわゆる「JKリフレ」や「JK お

散歩」などと呼ばれるサービスが含まれ、その実態は性産業に近く、性犯罪などの危険性が指摘され

ている。 

17 性的同意。性的行為を行う前に、両者が確認する同意のこと。性的行為は必ずお互いの意思を尊重

し、同意した上でなければならず、それがない場合は強姦や性的暴行、セクハラと見なされる。 
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基本施策③ 市民の不安・悩みを解消する相談体制の充実 

  ○相談窓口を開設し、市民の不安・悩みの解消に努め、内容によっては関係機関との連携

を図ります。 

 

取組の内容 担当課 

・相談内容に応じ、専門機関へのつなぎを行うほか、必要に応じ

て連携しながら対応します。 
市民課 

・プライバシーに配慮した相談室（個室）を確保するなど、相談

しやすい環境づくりに努めます。 

健康管理課 

子育て支援課 

福祉支援課 

・担当保健師による継続的な関わりを実施し、相談者が安心でき

る支援を図ります。 
健康管理課 

・家庭相談員等による相談対応を実施し、ケースに応じて児童相

談所や女性相談所等の専門機関と適切な連携を図ります。 
子育て支援課 

・多様な性的指向及び性自認に対する相談にも対応します。 健康管理課 

・総合相談窓口の設置により、重層的な問題に対する相談支援を

実施します。 
福祉支援課 

 

●指標・目標 

指標 
現状値 

（Ｒ１） 

目標値 

（Ｒ７） 

・啓発イベントの満足度 － １００％ 

・男女共同参画推進活動室の年間利用者数 ４８人 １００人 

・こども１１０番の家指定数 ８２４戸 ７５０戸 

・教職員研修の年間実施回数 ３回 ３回 

・男女混合名簿の導入校割合 ５４％ １００％ 

・地域体験学習や交流学習の実施校割合 １００％ １００％ 

・情報モラル教育の実施校割合 １００％ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 第２章 計画の施策と取組                                  

16 

基本目標Ⅱ 

男女共同参画による活力にあふれたまちづくり 
 

市民がいきいきと個性を発揮し、自分らしく生きていく社会を実現するためには、地域

社会において、誰もが意見を述べ合い、喜びも責任も分かち合えるまちづくりが必要です。 

近年、女性の政策・方針決定過程への参画は進みつつあるものの、依然としてジェンダ

ー格差が存在することから、今後は行政、民間を問わず、その格差解消に努めるとともに、

これまで意見が届きにくかったＬＧＢＴＱなど性的マイノリティの視点にも配慮し、これ

らの人々の意見も取り入れながら、多様な視点による企画立案、運営を進めていく必要が

あります。 

さらに、国外友好都市等との交流活動や市内に居住する外国人との交流によって、異文

化理解を促進するとともに、外国人にとっても暮らしやすい多文化共生の視点に立った環

境の整備を図っていくことも重要な課題です。 

 

重点目標 

（１）政策・方針決定の場への共同参画の促進 

（２）地域活動への共同参画の促進 

（３）国際社会への理解と交流・協力 

 

●施策と取組  

重点目標（１） 政策・方針決定の場への共同参画の促進 

多様化する市民ニーズに対応するには、性別を問わず多様な立場の人々の意見を求め、

それぞれの立場の理解を深めていくことが大切です。 

そのため、誰もがあらゆる場に参画できるよう、政策・方針決定の場への共同参画の拡

大に努めます。また、特に女性の参画を進めるため、女性が能力に応じ各分野において活

躍できるよう環境の整備を図ります。 
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基本施策① 各種審議会・委員会等への男女同数の参画推進 

○審議会等の女性の比率の目標を設定し、その達成に努めます。 

○委員等の公募に際し、ジェンダー割合の均衡に配慮します。 

 

取組の内容 担当課 

・ジェンダー割合に偏りのない委員の委嘱に努め、多様な視点によ

る意見集約を行います。 
全ての課 

・各種審議会、委員会等における女性の参画状況調査を実施し、

結果を公表します。 
総合政策課 

 

基本施策② 市における女性職員の職域拡大及び管理職への登用 

○幅広い分野で活躍できる女性職員の育成を図ります。 

○組織の方針決定の場への女性職員の参画を推進します。 

○職員の採用に当たっては、性別にかかわらず、適正な能力と意欲を持った有為な人材の

確保に向けた取り組みを総合的・計画的に行います。 

 

取組の内容 担当課 

・人材育成と能力開発を推進するため、各種研修機会の充実を図り

ます。 
総務課 

・個人の意欲や能力が十分発揮できる環境づくりを推進します。 総務課 

・総合的な評価のもと、管理監督者への女性の積極的な登用を推

進します。 
総務課 

・人材育成連携事業推進検討委員会の設置による人材育成の効

果的な推進を図ります。 
総務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 第２章 計画の施策と取組                                  

18 

重点目標（２） 地域活動への共同参画の促進 

暮らしやすく活力ある地域社会の構築には、積極的な住民参加が不可欠であり、それは市民の視

点・ニーズを取り入れることによってもたらされます。誰もが地域・社会活動に参画できるよう、

リーダーとなる人材の育成やコミュニティ活動、ボランティア活動を支援するとともに、積極的に

参画できる環境を整えます。 

 

基本施策① 誰もが社会的、文化的利益を均等に享受できる環境の整備 

○誰もが気軽に市主催の会議や行事等に参加し、積極的に活動できる環境整備に努めま

す。 

 

取組の内容 担当課 

・市主催の会議や行事等を開催する際に、子育て世代の参加を促

進するため、託児サービスの実施に努めます。 
全ての課 

・多様な立場や環境の人が参加しやすい曜日、時間帯における講

座や教室等の開催に配慮します。 
生涯学習課 

 

基本施策② 地域コミュニティにおける男女共同参画推進活動の促進 

○性別による役割の見直し、意識改革等の推進により、性別にかかわらず誰もが社会参画

する条件整備に努め、地域や集落運営、方針決定の場への参画を進めます。 

○ＰＴＡや町内会などのコミュニティ活動に、誰もが参画するよう啓発と促進に努めます。 

○ボランティア団体の育成を図る学習活動の場を提供します。 

○市内各地域において男女共同参画を推進する人材の育成を図ります。 

○男女共同参画関連の市民活動団体を支援するとともに、ネットワーク構築を推進します。 

 

取組の内容 担当課 

・まちづくり協議会を開催し、地域づくりについて誰もが積極的に

発言できる場を提供します。 
地域振興課 

・地域づくり推進事業補助金を交付し、積極的な地域活動を実施

する団体等を財政的に支援します。 
地域振興課 

・成人女性教育の一環として婦人会等の活動を支援します。 生涯学習課 

・生涯学習におけるボランティア活動の育成・支援に努めます。 生涯学習課 

・各年代層が利用しやすいよう、曜日や時間帯等に配慮し、施設

利用体制の整備に努めます。 
生涯学習課 

・秋田県と連携し、あきたＦ・Ｆ推進員の活動の促進を図ります。 総合政策課 

・男女共同参画ネットワーク会議を開催し、市民活動団体等との

意見交換や情報交換を図り、協働体制の構築に努めます。 
総合政策課 
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重点目標（３） 国際社会への理解と交流・協力 

誰もが国際社会の一員として自覚を持ち、国際交流・協力活動に参画していくには、諸

外国と積極的な交流を図りながら、外国の文化や生活習慣などを理解することが必要です。

また、市内在住外国人が安心して日常生活が送れるような環境づくりを進めながら、人権・

平和・環境など国際社会のさまざまな問題を学習しながら国際理解を深めていくことが必

要です。 
 

基本施策① 異文化交流の推進 

○諸外国との交流を一層推進し、関係機関と積極的な情報交換を行いながら地域レベル、

市民レベルでの交流活動を支援します。 

○明日の担い手である青少年を海外に派遣し、国際的な広い視野と豊かな国際感覚を養

い、地域社会の各分野で指導性を発揮できる青少年の育成を図るため、関係機関と連

携して推進します。 

○市内在住の外国人への情報提供体制の充実や交流活動を推進します。 

 

取組の内容 担当課 

・秋田県立大学や国際教養大学との地域連携協定等を活用した

各種交流活動の推進を図ります。 
総合政策課 

・国際交流関係機関からの広報媒体等の情報について、窓口配布

や広報、ウェブサイト及び SNS等により周知します。 
総合政策課 

・中学生の海外友好都市等への派遣研修を実施します。 総合政策課 

・やさしい日本語18の活用などによる市内在住外国人への情報提

供体制の充実を図ります。 
総合政策課 

・市内在住外国人を対象とした日本語教室を開催します。 生涯学習課 

 

●指標・目標 

指標 
現状値 

（Ｒ１） 

目標値 

（Ｒ７） 

・審議会・委員会等における女性の割合 25.４％ 30％ 

・女性職員研修参加者数 34人 50人 

・市職員の女性管理職の割合 １２．８％ １５％ 

・あきたＦ・Ｆ推進員の人数 ７人 １０人 

 

                                                      

18 簡易な表現を用いる、文の構造を簡単にする、漢字にふりがなを振るなどして、日本語に不慣れな

外国人にもわかりやすくした日本語。 
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基本目標Ⅲ 

家庭・職場での男女共同参画に向けた環境づくり 
 

現代社会は、進展する高齢化とそれを支える若年労働者の減少により、女性の労働力の

必要性が高まっています。また、パートタイム、派遣労働やアルバイトなど就業形態が多

様化する中、多様な価値観を反映して自己実現や経済的自立を求め、多くの女性が社会や

職場に進出しています。 

しかし、一般的に女性は、出産によって職場を離れることや、育児期においては仕事と

家事・育児を両立させる必要があることから、男性に比べるとその労働条件や待遇につい

て制限されるなど、適正な労働条件が確保されていない現状にあります。また、制度面に

おいても男女雇用機会均等法19や各種休業制度などが整備されてきたものの、現実の取り扱

いには依然として男女格差が根強く残っています。 

性別によらず個人の能力を十分に発揮するには、雇用の場においても誰もが性別にかか

わらず均等な機会を享受でき、待遇を確保されるよう、労働者間に生じている格差と就業

分野・形態における性別の偏りの解消を図ることが求められます。 

また、自営業や農林水産業をはじめとする各業種においても、女性は重要な役割を担っ

ていることから、その能力が十分に発揮されるよう女性の経営参画を進めていく必要があ

ります。さらには、経済成長とともに女性の就業意識が高まる中、女性がその価値観や経

験にもとづき、新しい分野へ就業するための支援を行うことも重要です。 

また、ハラスメントの防止も重要な問題です。2019年（令和元年）６月５日に女性活躍

推進法20等の一部を改正する法律が公布され、労働施策総合推進法21、男女雇用機会均等法

及び育児・介護休業法22が改正されました（2020年（令和２年）６月１日施行）。この改正

により、職場におけるパワーハラスメント防止のために、事業主が雇用管理上必要な措置

を講じることが義務化され、セクハラ23、マタハラ、ＳＯＧＩハラ24等に対する防止対策も

                                                      

19 「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」の略称。2019 年（令和元

年）の改正により妊娠・出産等に関するハラスメント防止措置の義務が新設された。 

20 「女性の職業生活における活躍の推進等に関する法律」の略称。女性の職業生活における活躍を推

進し、女性の個性と能力が十分に発揮され、豊かで活力のある社会の実現を図ることを目的に、国、

地方公共団体、事業主の義務等を定めている。 

21 「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」の略

称。2019 年（令和元年）の改正により「パワハラ防止法」と呼ばれるようになった。 

22 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」の略称。2019 年（令

和元年）の改正により、施行日（2021 年（令和 3年）1 月 1 日）より、育児や介護を行う労働者が、

子の看護休暇や介護休暇を時間単位で取得することができるようになった。 

23 セクシュアル・ハラスメント。2014（平成 27）年の男女雇用機会均等法の指針改正により、同性に

対するものも含まれることが明示された。 

24 Sexual Orientation and Gender Identity（=SOGI（ソジ）、性的指向及び性自認）についてのハラス
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強化されました。 

少子高齢化の進展と共働き世帯の増加に伴い、育児・介護に係る家庭の負担が非常に大

きくなっています。しかしながら、そうした家族形態・生活形態の変化にもかかわらず、

家事・育児・介護の比重は未だ女性に偏りがちな傾向にあります。これは、性別による労

働条件の格差や就業分野・形態における偏りの原因のひとつとも考えられます。誰もが能

力を発揮し、心豊かな家庭生活を送るためには、性別による役割分担意識を解消するとと

もに、育児や介護を含む日常生活と仕事が無理なく両立できるよう、働き方改革25に対応し

た多様な働き方が選択できる労働環境の整備や、育児・介護と就労の両立支援に係るサー

ビスの充実など、ワーク・ライフ・バランス26の実現に向けた取組が非常に重要です。 

 

 

重点目標 

（１） 就業における共生社会の実現 

（２） 女性の就業等の支援促進 

（３） 多様な生き方を選択できる環境整備 

（４） 家族での育児・介護を支える体制の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

メント。望まない性別での生活の強要、採用拒否や解雇など不利益な取扱いをすること。本人の了承

なく SOGI を第三者に暴露すること（アウティング）も含まれる。 

25 一億総活躍社会実現に向けた、社会において当たり前とされてきた労働環境を大きく見直す取り組

みの呼称。働き方改革関連法（「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」）が 2019

年（平成 31年）に施行され、労働時間の長時間化の是正、正規・非正規の不合理格差の解消、柔軟な

働き方の実現が図られている。 

26 「仕事と生活の調和」。 内閣府のWeb サイト「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働

き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった

人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」 と定義されています。 
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●施策と取組  

重点目標（１） 就業における共生社会の実現 

性別で差別することなく、個人の能力にもとづいた雇用・労働条件が確保されるよう、

雇用の場において男女雇用機会均等法、各種休業制度などの定着に向け啓発を図ります。

また、誰もが快適に就労できるよう労働関係に関する法識字27能力について啓発するとと

もに、関係機関と連携を密にし、労働相談や職場環境づくりを促進します。 

 

基本施策① 多様な働き方が選択できる差別のない労働環境づくり 

○多様な就業形態に対応し、性別にとらわれない職業意識の向上を図り、誰もが対等な立

場で働くことができるよう、関係機関との連携を強化し、情報誌・ガイドブック・広報等で

情報の提供を行うとともに、講座や学習会等への参加促進を図ります。 

○労働相談について、関係機関と連携を密にした対応に努めるとともに、就業に関する相

談情報や関係法令についても市民に分かりやすく紹介します。 

○職場における制度上の性差別をなくし、働きやすい職場環境づくりを促進するため、誰

もが対等な立場として認め合い、女性の就業意識の高揚を図り、能力を十分発揮でき

るよう事業所等に対する啓発に努めます。 

○働き方改革や、新型コロナウイルス感染拡大による「新たな日常」に対応した労働環境づ

くりに努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・市の男性職員による育児・介護に関する休暇制度の取得促進を

図ります。 
総務課 

・特定事業主行動計画28にもとづく取組を推進します。 総務課 

・リモートワークや時差出勤など、「新たな日常」に対応した労

働の仕組みづくりを推進します。 
総務課 

・国・県と連携しながら、企業訪問やポスター・パンフレット等

によるＰＲ活動を推進します。 
商工振興課 

・ハローワーク等と連携し、就職に関する情報を提供します。 商工振興課 

・関係機関と連携し、労働相談に対応します。 商工振興課 

・働き方改革や女性活躍推進に関する、法改正や厚生労働分野に

おける情報の事業者等への提供に努めます。 
商工振興課 

                                                      

27 リーガル・リテラシー。自分にどんな権利があるか法律や制度を知り、その権利を行使するために

はどのように手続きすればよいか理解する能力や、知識を使いこなすことのできる能力のこと。 

28 次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づき、各特定事業主（国及び地方公共団体）に

策定・公表等が義務付けられた行動計画。 
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基本施策② あらゆるハラスメントの防止促進 

○誰もが快適に就労できる職場環境づくりを促進するため、セクシャル・ハラスメントをは

じめマタハラ、パワハラなどあらゆるハラスメントの防止に向けた研修や学習の機会を充

実させるよう、国や県、労働関係機関と連携して啓発に努めます。 

○市役所内部において、ハラスメントについて相談しやすい職場環境づくりを推進します。 

 

取組の内容 担当課 

・国や県と連携しながら、ポスター掲示やパンフレット配布などによ

る市民及び事業所へ向けた啓発を行います。 
商工振興課 

・市の各部署に男女１名ずつのハラスメント相談員を配置します。 総務課 

 

重点目標（２） 女性の就業等の支援促進 

女性の能力を発揮するための情報提供や起業支援などを行うとともに、多様な就業形態

における条件整備を図ります。また、自営業や農林水産業をはじめとする各業種において

も、重要な担い手である女性の能力が十分発揮され、経済的自立が図られるよう、経営に

参画しやすい環境整備に努めます。 

 

基本施策① 女性の職業能力開発の支援 

○就業や能力開発の情報提供に努めるとともに、ハローワークなど関係機関と連携して職

業能力開発等の各種講習会等の充実を図ります。 

○女性労働者の職域の拡大や管理職への登用、また各種研修の実施による能力開発につ

いて事業主に働きかけをします。 

○ハローワークとの連携により、女性の就職や、転職、再就職希望者の就職を援助するため

に、就職相談、求人情報の提供及び職業能力向上の支援を図るとともに、企業に対する

働きかけを行います。 

 

取組の内容 担当課 

・国や県と連携しながら、ポスター掲示やパンフレット配布などによ

る市民及び事業所へ向けた啓発を行います。 
商工振興課 

・ハローワーク本荘と連携しながら、就職情報を市民へ提供しま

す。 
商工振興課 

・由利本荘市職業訓練センターなどを活用した研修会等の機会

の創出に努めます。 
商工振興課 
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基本施策② 女性の就業条件の整備 

○組織の中で、女性が経営に積極的に参画できる体制整備に努めます。 

○各業種における経営が女性にとって魅力あるものとなるよう、適正な労働報酬の実現

や経営への参画によって女性の地位向上を図ります。 

○家族経営協定29の締結等を推進し、適正な労働報酬の実現や経営への参画によって農 

業等に従事する女性の地位向上を図ります。 

 

取組の内容 担当課 

・商工会と連携しながら、創業を補助します。 商工振興課 

・トライアル支援助成金により、若年・女性建設労働者の雇用促

進を図ります。 
商工振興課 

・各種協議会への女性委員の登用促進に努めます。 農業振興課 

・県との連携により、女性農業士の育成を図ります。 農業振興課 

・家族経営協定の締結を促進します。 農業委員会事務局 

 

重点目標（３） 多様な生き方を選択できる環境整備 

誰もがそれぞれの個性と能力を発揮できる社会をつくるためには、これまでの生活様式

を見直し、お互いが社会的、経済的にも自立し、尊重し合える家庭環境を整備するととも

に、男性の家事・育児・介護への参画の促進を図ります。 
 

基本施策① 家庭生活における社会教育の充実 

○お互いに尊重し協力し合えるような家庭生活の推進を図るため、講座を開催します。 

○社会教育における家庭教育の学習の充実を図ります。 

 

取組の内容 担当課 

・家族や親子が参加しやすい教室・講座の開催に努めます。 生涯学習課 

・家庭教育力向上のための講座の充実を図ります。 生涯学習課 

 

 

 

 

 

                                                      

29 家族農業経営に携わる各世帯員が、意欲とやり甲斐を持って経営に参画できるよう、経営方針や役

割分担、家族全員が働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な話し合いに基づき取り決める

もの。 
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基本施策② 家庭における固定化された役割分担意識の解消 

○男性が家事・育児・介護に積極的に参加できるように講座を開催します。 

○育児に関する教室の開催に際し、性別に関わらない参加の促進を図ります。 

 

取組の内容 担当課 

・男性の、家事、育児、家庭教育への参加促進につながる生涯学

習講座を開催します。 
生涯学習課 

・マタニティ教室、親子教室、育児離乳食教室などへの性別に関

わらない参加の呼びかけを行います。 
健康管理課 

・妊婦体験ジャケットの利用等により、安全な妊娠経過の学習機

会を提供するとともに、父親の育児参加意識の向上を図りま

す。 

健康管理課 
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重点目標（４） 家庭での育児・介護を支える体制の整備 

市民が仕事と育児・介護を両立させ、仕事と育児・介護等の両立に係る負担を緩和する

ための支援体制を充実させます。 

 

基本施策① 子育てに関する支援体制の充実 

○育児支援に視点をおいた乳幼児健康診査の充実に努めます。 

○少子・核家族化が進む中、子育て支援教室等を通じ育児知識の啓発向上に努めるととも

に、子育ての不安解消に専門的・具体的支援を行います。 

○育児の孤立化を防ぐため、地域との関わりや父親の参加を促進し、家族の絆の認識・啓

発・強化に努めます。 

○子育て相談の対応に随時取り組み、民生児童委員、保育所、幼稚園との連携により、地域

と密着した子育て環境を確立するように努めます。 

○「子育て世代包括支援センター」や「こどもプラザ」の機能充実を図り、子育てに関する包

括的な支援体制の強化を図ります。 

○子育てに関する経済的な支援の充実に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）を市内全地域

で実施します。 
子育て支援課 

・子育て世代包括支援センターの機能充実を図ります。 健康管理課 

・こどもプラザの機能充実とともに、利用促進を図ります。 子育て支援課 

・第２子以降が出生した世帯に、一時金として子育て支援金を支

給します。 
子育て支援課 

・保育料助成事業（第３子以降誕生による第２子以降の保育料無

料化）を実施します。 
子育て支援課 

・保育士、臨床心理士等の協力を得ながら、乳幼児健診時に育児

支援や育児相談を実施します。 
健康管理課 

・子育てサークル等の育成、支援及び協働の推進を図ります。 
健康管理課 

子育て支援課 

・学校、保育園、幼稚園及び認定こども園などとの連携、連絡体

制の強化に努めます。 

健康管理課 

子育て支援課 

学校教育課 

・５歳児健康相談事業を通じた早期からの教育相談・支援体制の

構築を推進します。 
健康管理課 
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基本施策② 子育てに関する情報ネットワークの充実 

○各種サービスや保育所等の入所に関する情報など、多岐にわたる子育て支援に関する情

報を、子育て中の保護者が必要なときに気軽に得られる情報提供体制を整備します。 

 

取組の内容 担当課 

・市ウェブサイト及び子育てポータルサイトを活用した情報発

信の充実を図ります。 

健康管理課 

子育て支援課 

・子育てポータルサイトと連動したスマートフォンアプリの機

能充実及び利用促進を図ります。 
子育て支援課 

 

基本施策③ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組 

○保育需要への適切な取り組み（入所申請者増加への対応）を推進します。 

○保育所の入所待機児童ゼロを推進し、子育てと仕事の両立を支援します。 

○多様な就労形態による保育ニーズの多様化に対応するため、保育施設等における各種保

育サービスの充実を図ります。 

○保護者の就労や疾病などにより、放課後や長期休業中に適切な保護が受けられない小学

校児童の、安心・安全な見守りの場の確保に努めます。 

○保育施設等の整備を促進します。 

○子育ての不安を解消できるよう、保育士等の資質向上を推進します。 

 

取組の内容 担当課 

・保育所における、一時預かり事業、延長保育、休日保育等の各

種保育事業の実施を推進します。 
子育て支援課 

・病後児保育事業を実施します。 子育て支援課 

・全ての小学校区で放課後児童健全育成事業（学童保育）を実施

します。 
子育て支援課 

・ファミリー・サポート・センター事業の周知及び利用促進に努

めます。 
子育て支援課 

・保育士等の資質向上のための研修の実施を推進します。 子育て支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 



 第２章 計画の施策と取組                                  

28 

基本施策④ 介護を支援する制度の充実 

○在宅介護に関する相談窓口は、地域包括支援センターを中心に、２４時間対応の地域型在

宅介護支援センターで電話・面接・訪問などの対応をします。 

○介護保険、地域支援事業などの総合的な相談や、申請手続きの助言を行います。 

○定期的な訪問や相談などを通じて、介護方法の指導や助言を行います。 

○高齢者のための福祉用具・住宅改修に関する相談・助言を行います。 

 

取組の内容 担当課 

・高齢者世帯への家庭訪問を実施します。 地域包括支援センター 

・福祉用具や住宅改修に関する相談対応を実施します。 長寿支援課 

・高齢者福祉に関する情報について適切な周知を行います。 長寿支援課 

・家族介護者教室を開催します。 地域包括支援センター 

 

基本施策⑤ 介護負担軽減のための支援の充実 

○家族介護支援事業を実施し、介護者の負担軽減を図ります。 

 

取組の内容 担当課 

・在宅寝たきり高齢者等介護手当を支給します。 長寿支援課 

・介護者を対象に、心身のリフレッシュや情報交換の場として家

族介護者交流事業を実施します。 
地域包括支援センター 

・家族介護用品を支給します。 長寿支援課 
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●指標・目標 

指標 
現状値 

（Ｒ１） 

目標値 

（Ｒ７） 

・男性職員の育児休業取得率（市役所） ９．７％ ３０％ 

・男性の育児休業取得率（民間） ８．８％ ２２％ 

・家族経営協定の締結数 ５２件 ５８件 

・子育て満足度 ９５％ 100% 

・こどもプラザ利用者数 － 14,500人 

・子育て支援金支給件数 第 2子 107件 

第 3子  49件 
第 2子 130件 

第 3子  80件 

・乳幼児健診受診率 １００％ １００％ 

・５歳児健康相談参加率 ９６．６％ １００％ 

・子育てポータルアプリ 

未就学児保護者ユーザー登録割合 
１０％ ３２％ 

・ファミリー・サポート・センター会員数 300人 ３２２人 

・家族介護者教室実施回数 ２７回 ２７回 
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基本目標Ⅳ  

生涯にわたる健康と安心を支える社会づくり 
 

誰もが個性・能力を十分に発揮し、社会に参画するためには、生涯にわたって心と体が

健康でなければなりません。趣味や生きがいづくりといった生涯学習や、自殺対策などを

含めた心の健康、スポーツ・レクリエーションの啓発・推進などによる身体の健康維持に

係る取組を充実させるとともに、あらゆる機会における正しい知識の普及・啓発にも努め

て参ります。特に女性は、妊娠や出産というライフステージに直面することから、健康維

持・増進を図りながら安心した生活を送ることができるよう支援する必要があります。 

また、自立した生活を送り、ともに社会を支える一員として社会参画に取り組む上で困

難を抱えやすい、ひとり親、障がい者及び高齢者、または現に困難を抱えている生活困窮

者、ひきこもり、ニートといったすべての人々のニーズを施策に反映し、各種相談、経済

的支援、社会参画の機会創出など、支援の充実を図り、誰ひとり取り残すことのない社会

を目指します。 

さらに、誰もが安心して生活を送る上で、男女平等参画の視点に立った防災対策も重要

です。国では、1995 年（平成 7 年）の阪神・淡路大震災、2004 年（平成 16 年）の新潟県

中越地震の経験を踏まえ、平成 17年に、防災基本計画に男女共同参画の視点を初めて盛り

込むとともに、第 2 次男女共同参画基本計画において、新たな取組を必要とする分野の一

つとして防災（災害復興を含む）を位置付けて以来、2020年（令和 2年）に閣議決定され

た第 5次計画に至るまで、重点分野の 1つとして推進しています。こうした動きを踏まえ、

本市としても、平常時における施策・方針決定過程における女性の参画や備蓄の推進など

の災害への備えから、災害発生時の避難所運営における多様な立場の人々（子ども、若年

女性、高齢者、障がい者、外国人、性的マイノリティなど）への配慮などの対策、復旧・復

興に至るまでの対策を新たに本計画に登載し、推進して参ります。 

 

 

重点目標 

（１）生涯にわたる市民の心と身体の健康増進 

（２）誰もが安心して暮らせる環境の整備 

（３）男女共同参画の視点に立った防災対策 
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●施策と取組  

重点目標（１） 生涯にわたる市民の心と身体の健康増進 

男女共同参画社会を実現するためには、誰もがそれぞれの身体の特徴を理解しながら、

思いやりを持って生きていくことが大切です。特に、女性は妊娠・出産のための生理的機

能が備わっていることから、自らの身体について正しい情報を得て、生涯にわたり健康を

享受できるよう環境の整備を図ります。 

 

基本施策① 母子保健に関する知識の普及とサービスの充実 

○母子健康手帳の交付により、健康状態の把握と保健指導・健康相談を行いながら、妊娠・

出産・育児に関する相談支援体制の周知と母性保護の重要性についての知識の啓発・普

及に努めます。 

○多様な性に関する正しい知識の啓発・普及に努めます。 
○健全な母体管理のために、妊婦健康診査の充実と健やかな子どもを育てるための体制

づくりに努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・母子健康手帳交付時に、妊婦の健康状態の把握、保健指導及び

健康相談を実施します。 
健康管理課 

・妊娠・出産・育児に関する相談支援体制の周知及び母性保護の

重要性についての知識の普及・啓発を図ります。 
健康管理課 

・多様な性に関する正しい知識の普及・啓発を図ります。 健康管理課 

・妊婦健康診査費の助成を実施します。 健康管理課 

 

基本施策② リプロダクティブ・ヘルス／ライツ30の意識の啓発 

○幼少期から命の尊さについての教育に努めるとともに、保護者となる意識を高めるた

め、学校や関係機関との連携を図り、知識の普及と啓発に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・こころの健康づくり教室の開催など、命の大切さや性感染症に

ついての学習機会を提供します。 
健康管理課 

・子宮頸がん予防ワクチン接種料を助成します。 健康管理課 

                                                      

30 性と生殖に関する健康・権利。生涯を通じて女性の健康について、自己決定を保障する考え方。具体

的には、「安全で満足な性生活を営めること」「いつ子どもを産むか産まないかを選ぶ自由」などを指し

ます。 
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基本施策③ 生涯にわたる心と身体の健康づくりの推進 

○健康保持増進のため、ライフスタイルに応じた健康教室や健康相談の充実に努めます。ま

た、運動の習慣化及び高齢者の運動機能低下予防の継続的な支援により「健康寿命の延

伸」を目指します。 

○がん検診をはじめとした各種検診内容の充実や啓発活動に努め、検診率の向上を図りま

す。 

○生活習慣病を予防し、実り豊かな人生を送るために、町内・事業所・地域が一体となった

健康づくりに努めます。 

○保健センター等を拠点とし、地域ごとに参加できる介護予防のための各種教室等を実施

し、自立した健康的な生活を支援します。 

○薬物の乱用防止の啓発を、さらに推進します。また、学校教育においては、保健学習とし

て薬物の危険性について学習するとともに、薬物乱用防止の意識啓発に取り組みます。 

○趣味や生きがいの啓発のため、生涯学習を推進します。 

 

取組の内容 担当課 

・インターバル速歩31普及事業を実施します。 健康管理課 

・胃がんやその他の消化器疾患予防についての情報提供及び幅広

い世代への検診に対する意識啓発を図ります。 
健康管理課 

・「こころの相談日」を開催し、精神分野に関する相談に対応し

ます。 
健康管理課 

・自立した生活を支援するため、一般介護予防教室を実施しま

す。 
地域包括支援センター 

・市自殺対策計画に基づく事業を推進します。 健康管理課 

・高齢者のサロンや地域ミニデイサービス等で健康相談を実施

します。 
地域包括支援センター 

・小中学校において、薬物乱用防止に関する学習指導を推進しま

す。 
学校教育課 

・趣味や生きがいの啓発のため、生涯学習活動団体の周知および

生涯学習講座を実施します。 
生涯学習課 

 

 

 

 

 

                                                      

31 「速歩」と「ゆっくり歩き」を交互に繰り返すウォーキング法。信州大学の研究により、5カ月間

継続することで、体力 20％向上、高血圧・高血糖が 20％改善、医療費の 20％削減に結びつくことが

実証されている。 



                                 第２章 計画の施策と取組  

33 

基本施策④ 生涯にわたるスポーツ・レクリエーション活動の支援 

○親子を対象にしたスポーツ教室の実施によって、スポーツ活動の日常化を図ります。 

○高齢者の健康増進、運動の習慣化を図るためのスポーツ教室を開催します。 

○総合型地域スポーツクラブを推進し、スポーツを通したコミュニティづくりを目指します。 

 

取組の内容 担当課 

・ミニチャレンジデー等で各種スポーツ教室を実施します。 スポーツ課 

・高齢者を対象とした健康スポーツ教室を実施します。 スポーツ課 

・総合型地域スポーツクラブの育成及び会員数の増加を図りま

す。 
スポーツ課 

・チャレンジデーの内容充実と市民の参加促進を図ります。 スポーツ課 
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重点目標（２） 誰もが安心して暮らせる環境の整備 

長寿社会を豊かな社会としていくため、高齢者や障がい者、生活困窮者が経済的にも自

立し、安心した生活を送ることができるよう、支援体制の充実と環境の整備を図ります。 

また、ひとり親家庭への経済的支援や育児支援、ニートや引きこもり、不登校といった

困難を抱える若者や子どもへの自立支援の充実を図り、誰ひとり取り残すことなく、安心

して暮らすことのできる社会環境の整備を目指します。 

 

基本施策① 高齢者に対する福祉の充実 

○高齢者の実態把握により、福祉の充実を図ります。 

○地域支援事業等の高齢者福祉サービス情報を提供します。 

○積極的な社会参加のための老人クラブ活動や事業に対する支援と、就業機会の提供に関

して支援します。 

○栄養バランスのとれた配食サービスにより、生活支援を図ります。 

○総合相談体制を整備し、民生児童委員等地域における相談体制の充実を図ります。 

○各種高齢者団体が主催する文化活動、スポーツ大会、子どもとの世代間交流事業を支援

します。 

○認知症の方やその家族を地域で支える体制づくりを進めます。 

 

取組の内容 担当課 

・高齢者世帯台帳を作成・管理し、実態を把握します。 地域包括支援センター 

・老人クラブ活動の支援を実施します。 長寿支援課 

・高齢者の実情に合わせた配食サービスの実施に努めます。 地域包括支援センター 

・「福祉ガイド」を作成・活用し、高齢者福祉サービスに関する

わかりやすい説明に努めます。 
長寿支援課 

・地域ケア会議を開催し、高齢者支援のためのネットワーク構築

を図ります。 
地域包括支援センター 

・敬老会の開催など、地域間・世代間交流活動を推進します。 長寿支援課 

・各関係機関との連携により、各種相談に対応します。 

○心配ごと相談（高齢者地域支援体制整備評価事業） 

○在宅福祉相談員の戸別訪問 

地域包括支援センター 

・認知症サポーターの養成をはじめとする認知症の方を支える

体制づくりを推進します。 
地域包括支援センター 
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基本施策② 障がい者の社会参加の促進と自立支援 

○障がい者社会参加促進事業により、障がい者の社会参加と自立を図ります。 

○障がい者の自己決定を尊重し、利用者本位のサービス提供を基本としながら、障がい者

の地域での自立した生活を支援していきます。 

○関係機関と連携し、生活困窮者の把握と支援に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・意思疎通を図る事が困難な方との意思疎通を仲介するため、手

話通訳者・要約筆記者を派遣します。 
福祉支援課 

・手話奉仕員養成事業を実施します。 福祉支援課 

・要約筆記奉仕員等養成事業を実施します。 福祉支援課 

・文字による情報入手が困難な方のために「声の広報（ＣＤ－

Ｒ）」を無料配布します。 
福祉支援課 

・福祉機器リサイクル事業（特殊ベッド、車椅子の貸与）を実施

します。 
福祉支援課 

・市社会福祉協議会によるボランティアに関する啓蒙活動及び

働く婦人の家自主グループの研修参加支援、各ボランティア団

体への人的支援を実施します。 

福祉支援課 

・自動車運転免許取得費、自動車改造費助成事業を実施します。 福祉支援課 

・就労移行支援・就労継続支援事業を実施します。 福祉支援課 

・障がい者雇用サポートセンターやハローワークと連携した就

労等の相談支援事業を実施します。 
福祉支援課 

・社会福祉協議会や民生委員および関係各課と連携した生活困

窮者の把握と支援を実施します。 
福祉支援課 

 

基本施策③ ひとり親家庭に対する各種相談・生活支援 

○就労や育児などにおいて困難を抱えるひとり親家庭に対し、適切なサービスに関する 

情報提供や各種相談に対応します。 

○経済的に困難を抱えるひとり親に対して、負担を軽減できるよう支援します。  

 

取組の内容 担当課 

・母子・父子自立支援員を配置し、支援サービスに関する情報提

供など各種の相談に対応します。 
子育て支援課 

・児童扶養手当の支給、母子・父子・寡婦福祉資金貸付制度等に

よる経済的支援を行います。 
子育て支援課 

・ハローワークとの連携、自立支援教育訓練給付金の給付等によ

り就労を支援します。 
子育て支援課 
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基本施策④ 困難を抱える子どもや若者の育成支援 

○自立した生活や社会参画において困難を抱える不登校児童、ひきこもり、ニートなどの

問題に対し、相談・支援等の取組を実施します。 

○子どもの貧困対策の推進、社会的養護の普及・促進を図り、困難を抱える子どもの育成

支援に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・不登校児童に対し、適応指導教室（本荘ふれあい教室）の実施

などにより支援を実施します。 
学校教育課 

・ひきこもり、ニートなど困難を抱える若者に対する相談を実施

します。 
福祉支援課 

・「由利本荘市子どもの生活応援計画」に基づき、子どもの貧困

対策に係る事業を推進します。 
子育て支援課 

・県やフォスタリング機関32等と連携し、里親制度等の社会的養

護に関する制度の普及・促進に努めます。 
子育て支援課 

 

 

重点目標（３） 男女共同参画の視点に立った防災対策 

過去の東日本大震災をはじめとする大災害の発生時には、避難所における女性用品など

日用必需品の不足、授乳や着替え場所の未設置、性別による固定化した役割意識による不

平等などの問題が発生したことから、近年、防災対策における男女共同参画の視点の重要

性が叫ばれています。性別、年齢、国籍、宗教などの違いによる多様な視点に立ったニー

ズの把握、リスクマネジメント、体制作りを推進し、災害時、さらには復旧・復興時を見

据えた対策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

32 里親養育包括支援（フォスタリング）業務を実施する機関。里親のリクルート及びアセスメント、

里親に対する研修、子どもと里親家庭のマッチング、里親養育への支援（未委託期間中及び委託解除

後のフォローを含む。）などを行う。 
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基本施策① 災害への備え 

○災害発生に備え、平常時において男女共同参画の視点を踏まえた研修や訓練の実施を

検討するとともに、多様なニーズに対応するための備蓄の推進に取り組みます。 

○地域防災計画等に女性の視点を取り入れるため、防災会議等の政策・方針決定の過程

に係る女性の登用を推進します。 

 

取組の内容 担当課 

・男女共同参画の視点を含めた研修・訓練等の実施を検討しま

す。 
危機管理課 

・防災会議や自主防災組織の役員について、女性の登用・参画を

促進し、女性の視点に立った防災対策を推進します。 
危機管理課 

・生理用品、ミルク、おむつ等の備蓄を推進します。 危機管理課 

 

 基本施策② 災害発生時の対応 

○避難支援において、多様な立場を考慮した適切な情報提供体制について検討します。 

○避難所運営における、女性をはじめとする多様な立場の人々のニーズ把握に努め、運営

に反映するとともに、相談体制の構築に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・迅速な避難支援を行うため、情報伝達手段の多様化に努めま

す。 
危機管理課 

・避難所等で災害対応を行う女性職員や女性消防団員を支援し、

心身の健康に配慮します。 
危機管理課 

・妊産婦、若年女性、乳幼児、高齢者、外国人、障がい者、性的

マイノリティ等、多様な立場の人々に配慮した避難所運営に努

めます。 

危機管理課 

・女性に対する性暴力の防止や安全確保、その他ニーズへ対応す

るための相談体制の構築に努めます。 
危機管理課 

 

基本施策③ 復旧・復興 

 ○平常時から、関係各課との継続的な連携体制の構築に努めます。 

 

取組の内容 担当課 

・女性の早期の生活再建や生活環境の改善を図るため、関係各課

との連携に努めます。 
危機管理課 
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●指標・目標 

指標 
現状値 

（Ｒ１） 

目標値 

（Ｒ７） 

妊婦健康診査実施率 １００％ １００％ 

母子健康手帳交付時健康指導実施率 １００％ １００％ 

乳児訪問実施率 ９９．２％ １００％ 

マタニティ教室父親参加率 ７７．５％ ９０％ 

小中学校健康づくり教室実施率 ７９．２％ １００％ 

インターバル速歩体育館利用登録者数 ９３９人 １，２７０人 

胃がん検診精検受診率 
７６．７％ 

（H30） 
９０％ 

中学生ピロリ菌抗体検査同意率 98.4％ 100% 

地域ミニデイサービス新規開設数 1箇所 15箇所 

総合型地域スポーツクラブの会員数 ２２３人 ３２０人 

チャレンジデー参加率 ８７.２％ ８８％ 

認知症サポーター数 10,936人 16,000人 

就労系福祉サービス新規利用件数 ４７件 ５５件 

防災会議への女性の登用（第９号委員） ２人 ３人 
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計画の推進体制 
 

男女共同参画社会の実現を目指してこの計画を積極的に推進するために、庁内各部局が一体と

なり継続的に取り組みます。また、民間団体や市民との情報交換の場を設置するとともに、市民

の理解と協力をいただき、社会情勢に対応した施策を総合的かつ効果的に推進してまいります。 

 

１ 推進体制の整備・充実 

男女共同参画の視点に立った行政を推進するため、庁内に横断的な組織を設置し、密接な

ネットワークのもとに、各種施策を展開します。 

 

２ 関係機関との連携強化 

国や県と連携を図り、それぞれの男女共同参画施策、事業等との協調・整合を図りながら

進めます。 

 

３ 市民の意見を反映した施策の展開 

広く市民の意見を聴くため、「男女共同参画推進協議会」を設置し、男女共同参画に関する

企画・事業について市民の参画をいただきながら施策を展開します。 

 

４ 計画の進行管理 

計画を着実に実施していくため、各施策の実施状況と課題を把握するなど、適正な進行管

理に努めます。また、計画期間中であっても新たな取り組みが必要となった場合はこの計画

を随時変更し、内容を公表します。 

 

５ 企業、ＮＰＯ等の市民団体との連携の確立 

男女共同参画社会の実現のため、企業やＮＰＯ等の市民団体と連携を図り、自主的な活動

を促進します。 

 

６ 情報の収集と提供 

男女共同参画に関する情報の収集に努め、家庭・職場・地域において男女共同参画が推進

されるよう、その提供に努めます。 
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由利本荘市男女共同参画推進条例  
 

平成 21 年 3 月 25 日  

条例第 5 号  

人はすべて、性別にかかわらず個人として尊重され、一人一人が人権を尊重しあいなが

ら、自らの意思によって個性と能力を十分に発揮するとともに責任を担い、男女が対等な

パートナーとして社会のあらゆる分野で参画することが重要である。しかしながら、現実

には、いまだに性別により固定的な役割分担意識をはじめ、男女の自由な活動の選択を妨

げる要因も見受けられ、男女が共に輝き、いきいきと暮らすことができる真の男女共同参

画社会の実現が望まれている。 

由利本荘市は、男女共同参画の推進の方向を明らかにし、国や県の施策に呼応しなが

ら、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため、この条例を制定する。 

 

(目的) 

第 1条 この条例は、男女共同参画を推進するための基本指針を定め、市、市民、事業者

及び教育に携わる者の責務を明らかにするとともに、男女共同参画を推進する施策の基

本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進

し、男女の人権が尊重され、その個性と能力が十分に発揮できる社会を実現することを

目的とする。 

 

(定義) 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画できる機会が確保され、均等に政治的、経済的、社

会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会について、男女間の格差を改善するため、

必要な範囲において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供すること

をいう。 

 

(基本指針) 

第 3条 男女共同参画の推進は、次に掲げる基本指針に基づいて行わなければならない。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを

受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること、その他男女

の人権が尊重されること。 

(2) 社会制度及び慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をでき

る限り中立なものとするよう配慮されること。 

(3) 男女が、社会の対等な構成員として、社会のあらゆる分野における様々な政策又

は方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

(4) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護

その他の家庭生活における活動と地域、職場その他の社会生活における活動を両立し

て行うことができるようにすること。 

(5) 男女が、互いの身体についての特徴を理解し、対等な関係の下に互いの意思を尊

重し、生涯にわたり健康な生活を営むことができるようにすること。 

(6) 国際社会における取り組みを勘案し、その動向に配慮すること。 
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(7) 市民一人一人が、主体的に男女共同参画の推進に取り組むこと。 

(市の責務) 

第 4条 市は、前条に定める基本指針(以下「基本指針」という。)に基づき、男女共同参

画の推進に関する施策(積極的改善措置を含む。以下同じ。)を総合的に策定し、実施し

なければならない。 

2 市は、国、県、市民、事業者及び教育に携わる者と相互に連携を図り協力して男女共

同参画を推進するよう努めなければならない。 

 

(市民の責務) 

第 5条 市民は、基本指針を尊重して男女共同参画についての理解を深め、職場、学校、

地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、男女共同参画の推進に積極的に取り

組むよう努めなければならない。 

2 市民は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

 

(事業者の責務) 

第 6条 事業者は、その事業活動において基本指針を尊重し、男女が、職域における活動

に対等に参画する機会を確保するよう努めるとともに、職域における活動と家庭や地域

における活動等とを両立して行うことができる体制を整備するよう努めなければならな

い。 

2 事業者は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

 

(教育に携わる者の責務) 

第 7条 学校教育その他の教育に携わる者は、男女共同参画社会の実現に果たす教育の重

要性にかんがみ、個々の教育本来の目的を実現する過程において、男女共同参画の理念

に配慮した教育を行うよう努めなければならない。 

 

(性別による権利侵害の禁止) 

第 8条 何人も、いかなる場合においても、配偶者間その他の男女間において暴力行為又

は精神的に著しい苦痛を与える行為をしてはならない。 

2 何人も、いかなる場合においても、性的嫌がらせ(性的な言動により相手方の生活環境

を害すること又は性的な言動に対する相手方の対応により不利益を与えることをい

う。)をしてはならない。 

 

(情報の適切な表示) 

第 9条 何人も、公衆に表示する情報において、過度の性的な表現並びに性別による固定

的な役割分担及び男女間の暴力を助長するような表現を行わないように配慮しなければ

ならない。 

 

(推進体制の整備) 

第 10条 市は、男女共同参画の推進に関する施策を積極的に推進するため、必要な体制

を整備するものとする。 

 

(積極的改善措置) 
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第 11条 市は、男女共同参画を推進する上で積極的改善措置が重要であることにかんが

み、市民、事業者及び教育に携わる者が積極的改善措置を講ずるために必要な情報提

供、相談、助言その他の協力を行うものとする。 

 

(基本計画) 

第 12条 市は、男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、男女共同参画の推進に関する基本計画(以下「基本計画」という。)を策定するもの

とする。 

2 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項 

3 市長は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ由利本荘市男女共同参画推進

協議会の意見を聴くほか、市民、事業者及び教育に携わる者の意見を反映することがで

きるよう適切な措置を講ずるものとする。 

4 市長は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

5 前 2項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

 

(広報啓発) 

第 13条 市は、男女共同参画に対する理解と関心を深めるために必要な広報及び啓発活

動に努めるものとする。 

(協議会の設置) 

第 14条 男女共同参画の推進に関する計画その他重要事項を審議するため、由利本荘市

男女共同参画推進協議会(以下「協議会」という。)を置く。 

2 協議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 第 12条第 3項に規定する事項 

(2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関し必要な事項 

3 協議会は、必要があると認めるときは、前項各号に規定する事項について調査審議

し、市長に意見を述べることができる。 

 

(組織及び委員の任期) 

第 15条 協議会は、25人以内の委員をもって組織する。 

2 委員は、市民のうちから市長が委嘱する。 

3 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

4 委員は、再任されることができる。 

 

(委任) 

第 16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

 

附 則 

 

この条例は、平成 21年 4月 1日から施行する。 
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由利本荘市男女共同参画都市宣言 

 

 

 

私たち由利本荘市民は 

 

世代をこえて人権を尊重し 

 

男女が性別にとらわれず 

 

社会の対等な構成員として 

 

自らの意思によって社会のあらゆる分野に活動できる 

 

真の男女共同参画社会の実現をめざして 

 

ここに「男女共同参画都市」を宣言します 

 

 

 

平成２１年４月１日 
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男女共同参画社会基本法（平成１１年６月２３日法律第７８号） 
 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の

実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてき

たが、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変

化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別に

かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現

は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決

定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示

し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を

総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 
 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 
 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によ

って社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均

等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責

任を担うべき社会を形成することをいう。 

 二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な

範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することを

いう。 
 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女

が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確

保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならな

い。 
 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別によ

る固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない
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影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがある

ことにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 
 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地

方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画す

る機会が確保されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の

下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員として

の役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすること

を旨として、行われなければならない。 
 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有してい

ることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければなら

ない。 
 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念

（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。 
 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、

国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 
 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 
 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法

制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 
 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じよう

とする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これ

を国会に提出しなければならない。 
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第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 
 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同

参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

 二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作

成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同

参画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県

男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の大綱 

 二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市

町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならな

い。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる

施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければ

ならない。 

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を

深めるよう適切な措置を講じなければならない。 
 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共

同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要

な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因に

よって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなけ
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ればならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関

する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査

研究を推進するように努めるものとする。 
 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又

は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の

円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 
 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及

び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報

の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 
 

第三章 男女共同参画会議 
 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 
 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

 二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同

参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審

議すること。 

 三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

 四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視

し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要がある

と認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 
 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 
 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 
 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

 二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣

が任命する者 



 参 考 資 料                                       

50 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはなら

ない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員

の総数の十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 
 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 
 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行

政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明

その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定

する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 
 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に

関し必要な事項は、政令で定める。 
 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 
 

～以下省略～  
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秋田県男女共同参画推進条例（あきたハーモニー条例）  
 

人はすべて、性別にかかわらず、個人として尊重され、法の下に平等でな

ければならない。しかし、性別によって役割を固定的にとらえる意識や慣行

は、家庭、職場、学校、地域社会等において、今なお残されており、男女の

自由な活動の選択の妨げとなっている。  

一方、少子高齢化の進展、人口の減少等の社会情勢の変化に伴い、自然、文

化、産業、人材等あらゆる資源を有効に活用し、豊かで活力のある社会を形

成していくことが求められている。  

これらの課題を克服するためには、社会における制度や慣行が男女の自由な

活動の選択に影響を及ぼさないようにすることにより、男女が、社会の対等

な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参

画できる機会が確保されるよう、男女共同参画の推進を図っていくことが何

よりも重要である。  

ここに、男女共同参画の推進の方向を明らかにし、事業者、市町村等との協

調を図りながら、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため、この条

例を制定する。  

 

第１章  総則  

（目的）  

第１条  この条例は、男女共同参画に関する基本指針を定め、並びに県、事

業者及び県民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関す

る施策の基本的な事項を定めることにより、男女共同参画を総合的かつ計

画的に推進することを目的とする。  

 

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。  

一  男女共同参画  男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によ

って社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もっ

て男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受すること

ができ、かつ、共に責任を担うことをいう。  

二  積極的改善措置  前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善する

ため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積

極的に提供することをいう。  

 

（基本指針）  

第３条  男女共同参画は、次に掲げる事項を基本的な指針として推進されな

ければならない。  

一  男女が、性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として

能力を発揮する機会が確保され、自己の意思と責任による多様な生き方

を選択できることその他の男女の人権が尊重されること。  

二  男女の社会における活動の選択に対して、社会における制度又は慣行

が及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮すること。  

三  男女が、県における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定
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に共同して参画する機会が確保されること。  

四  家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動を行い、かつ、職場、地域そ

の他の社会生活における活動を行うことができるようにすること。  

五  男女が、それぞれの身体についての特徴を理解し合うことにより、妊

娠、出産等に係る相互の判断を尊重し、生涯を通じて心身ともに健康に

生活できるようにすること。  

六  国際社会における取組を勘案し、その動向に配慮すること。  

七  県、事業者、県民及び市町村が連携協力を図りながら、それぞれ主体

的に取り組むこと。  

 

（県の責務）  

第４条  県は、前条各号に掲げる基本指針（以下「基本指針」という。）に

基づき、男女共同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下

同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

 

（事業者の責務）  

第５条  事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本指針を尊重し、

当該事業者に雇用される男女が能力を十分に発揮できる環境の整備に積極

的に取り組むとともに、県の施策に協力するように努めなければならな

い。  

 

（県民の責務）  

第６条  県民は、基本指針にのっとり、男女共同参画の推進に寄与するよう

に努めなければならない。  

 

第２章  基本的施策  

（基本計画）  

第７条  知事は、男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計

画」という。）を定めなければならない。  

２  基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱  

二  前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、秋田県男女共

同参画審議会の意見を聴くほか、県民の意見を反映させるために必要な措

置を講じなければならない。  

４  知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。  

５  前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。  

 

（市町村に対する協力）  

第８条  県は、市町村における男女共同参画の推進に関する計画の策定及び

施策の実施について、情報の提供、助言その他の必要な協力を行うものと
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する。  

 

（県民等に対する支援）  

第９条  県は、県民及び民間の団体が行う男女共同参画の推進のための活動

について、交流の機会の提供、情報の提供、相談その他の必要な支援を行

うものとする。  

 

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第 10 条  県は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる県の施策

を策定し、及びこれを実施するに当たっては、男女共同参画の推進に配慮

するものとする。  

 

（男女間の暴力の防止に関する取組）  

第 11 条  県は、配偶者間その他の男女間の暴力を防止するよう啓発、相

談、被害者に対する支援その他の必要な措置を講ずるように努めるものと

する。  

 

（教育の充実等）  

第 12 条  県は、男女共同参画の推進に関し、学校教育その他の教育及び広

報活動を通じて、事業者及び県民の理解を深めるよう適切な措置を講ずる

ように努めるものとする。  

 

（男女共同参画推進月間）  

第 13 条  県は、県民の間に広く男女共同参画についての関心と理解を深め

るとともに、積極的に男女共同参画の推進に関する活動への参加を促進す

るため、男女共同参画推進月間を設ける。  

２  男女共同参画推進月間は、毎年６月とする。  

 

（調査研究等）  

第 14 条  県は、男女共同参画の推進に関する施策を策定し、及び実施する

ため必要な情報の収集、分析及び調査研究を行うものとする。  

 

（年次報告）  

第 15 条  知事は、毎年、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参画の推

進に関し県が講じた施策を明らかにする報告書を作成し、公表するものと

する。  

 

第３章  性別による人権侵害の禁止  

（性別による人権侵害の禁止）  

第 16 条  何人も、いかなる場合においても、配偶者間その他の男女間にお

いて暴力行為又は精神的に著しい苦痛を与える行為をしてはならない。  

２  何人も、いかなる場合においても、性的嫌がらせ（性的な言動により相

手方の生活環境を害すること又は性的な言動に対する相手方の対応により

不利益を与えることをいう。）をしてはならない。  
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第４章  苦情の処理  

（苦情の処理）  

第 17 条  県内に住所を有する者又は在勤し、若しくは在学する者（次条に

おいて「県民等」という。）は、前条に規定する行為その他の男女共同参

画の推進を阻害する行為による被害を受けたときは、知事に対し、苦情の

処理の申出をすることができる。  

２  知事は、前項に規定する申出があったときは、関係機関と協力して当該

申出に係る事項の処理に努めるものとする。  

３  知事は、第一項に規定する申出に係る事項を処理させるため、男女共同

参画苦情調整員（以下「苦情調整員」という。）を置く。  

４  苦情調整員は、必要に応じて、第一項に規定する申出の関係者に対し、

その協力を得た上で調査、指導及び助言を行うことができるものとする。  

 

第 18 条  県民等及び民間の団体は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと

認められる県の施策について苦情がある場合は、知事に申し出ることがで

きる。  

２  知事は、前項の規定による申出があった場合においてその処理について

必要があると認めるときは、次条に規定する秋田県男女共同参画審議会に

諮問するものとする。  

３  知事は、前項の規定による諮問に対する答申があったときは、これを尊

重して、速やかに適切な措置を講ずるものとする。  

 

第５章  秋田県男女共同参画審議会  

（審議会の設置及び所掌事務）  

第 19 条  第７条第３項及び第 18 条第２項の規定による諮問に応じて調査審

議をさせるため、秋田県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）

を置く。  

２  審議会は、前項に規定する調査審議をするほか、知事の諮問に応じ男女

共同参画の推進についての重要事項を調査審議するとともに、その事項に

関して知事に意見を述べることができる。  

 

（組織及び委員の任期）  

第 20 条  審議会は、委員 10 人以内で組織する。  

２  委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。  

３  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。  

４  委員は、再任されることができる。  

 

（会長）  

第 21 条  審議会に、会長を置く。  

２  会長は、委員の互選によって定める。  

３  会長は、審議会を代表し、会務を総理する。  

４  会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務

を代理する。  
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（会議）  

第 22 条  審議会は、会長が招集する。  

２  会長は、審議会の議長となる。  

３  審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができな

い。  

４  審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。  

 

（委任規定）  

第 23 条  この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。  

 

附則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成 14 年４月１日から施行する。  

 

（経過措置）  

２  男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）第 14 条第１項の規

定により定められた男女共同参画計画は、第７条の規定により定められた

男女共同参画基本計画とみなす。（特別職の職員で非常勤のものの報酬お

よび費用弁償に関する条例の一部改正）  

３  特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例（昭和

31 年秋田県条例第 35 号）の一部を次のように改正する。  

別表中「交通安全対策会議の委員及び専門委員」を「交通安全対策会議の委

員及び専門委員・男女共同参画審議会の委員」に改める。  
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男女共同参画のあゆみ  

 
 世界の動き 日本の動き 秋田県の動き 

1975 年 

(昭和 50 年) 

・国際婦人年（目標：平等、発展、平和） 

・国際婦人年世界会議（メキシコシティ） 

 「世界行動計画」採択 

・婦人問題企画推進本部 設置 

・婦人問題企画推進会議 開催 
 

1976 年 

(昭和 51 年) 
・「国連婦人の 10 年」（1976～1985）   

1977 年 

(昭和 52 年) 
 ・「国内行動計画」策定  

1979 年 

(昭和 54 年) 
・国連第 34 回総会「女子差別撤廃条約」採択   

1980 年 

(昭和 55 年) 

・「国連婦人の 10 年」中間年世界会議（コペンハ

ーゲン）「国連婦人の 10 年後半期行動プログラ

ム」採択 

  

1981 年 

(昭和 56 年) 
 ・「国内行動計画後期重点目標」策定 

・秋田の未来をひらく婦人のための「県内行動計

画」（昭 56～60 年度） 

1985 年 

(昭和 60 年) 

・「国連婦人の 10 年」ナイロビ世界会議（西暦 2000

年に向けての）「婦人の地位向上のためのナイロ

ビ将来戦略」採択 

・「国籍法」改正 

・「男女雇用機会均等法」公布 

・「女子差別撤廃条約」批准 

 

1986 年 

(昭和 61 年) 
 

・婦人問題企画推進本部拡充：構成を全省庁に拡

大婦人問題企画推進有識者会議開催 

・新しい男女共同社会をめざす婦人のための「県

内行動計画」（昭 61～平 2 年度） 

1987 年 

(昭和 62 年) 
 ・「西暦 2000 年に向けての新国内行動計画」策定  

1990 年 

(平成 2 年) 

・国連婦人の地位委員会拡大会期 

・国連経済社会理事会「婦人の地位向上のための

ナイロビ将来戦略に関する第 1 回見直しと評価

に伴う勧告及び結論」採択 

  

1991 年 

(平成 3 年) 
 ・「育児休業法」公布 ・秋田県女性行政推進計画 策定（平 3～12年度） 

1994 年 

(平成 6 年) 
 

・男女共同参画室設置 

・男女共同参画審議会設置（政令） 

・男女共同参画推進本部設置 

 

1995 年 

(平成 7 年) 

・第 4 回世界女性会議－平等、開発、平和のため

の行動（北京）「北京宣言及び行動綱領」採択 
・「育児休業法」改正（介護休業制度の法制化）  

1996 年 

(平成 8 年) 
 

・男女共同参画推進連携会議（えがりてネットワ

ーク）発足 

・「男女共同参画 2000 年プラン」策定 

 

1997 年 

(平成 9 年) 
 

・男女共同参画審議会設置（法律） 

・「男女雇用機会均等法」改正 

・「介護保険法」公布 

・秋田県女性行政推進計画 見直し（平 9～12年度） 

1999 年 

(平成 11 年) 
 

・「男女共同参画社会基本法」公布、施行 

・「食料・農業・農村基本法」公布、施行 
 

2000 年 

(平成 12 年) 

・国連特別総会「女性 2000 年会議」（ニューヨー

ク） 
・「男女共同参画基本計画」策定 

・秋田県男女共同参画推進計画「あきた女と男の

ハーモニープラン」策定 

2001 年 

(平成 13 年) 
 

・男女共同参画会議設置 

・男女共同参画局設置 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」公布 

・第 1 回男女共同参画週間 

・「仕事と子育ての両立支援策の方針について」閣

議決定 

・秋田県中央男女共同参画センター開設 

2002 年 

(平成 14 年) 
 

・男女共同参画会議決定「配偶者暴力防止法」、「平

成 13 年度監視」、「苦情処理システム」 

・「秋田県男女共同参画推進条例」施行 

・秋田県北部・南部男女共同参画センター開設 

・男女共同参画審議会設置 

2003 年 

(平成 15 年) 
 

・男女共同参画推進本部決定「女性のチャレンジ

支援策の推進について」 

・男女共同参画社会の将来像検討会開催 

・第 4 回・5 回女子差別撤廃条約実施状況報告審

議 

 

2004 年 

(平成 16 年) 
 

・男女共同参画推進本部決定「女性国家公務員の

採用・登用の拡大について」 

・男女共同参画社会の将来像検討会報告書取りま

とめ 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」の改正及び同法に基づく基本方針

の策定 

・男女共同参画活動拠点施設開設（6 か所） 

2005 年 

(平成 17 年) 

・第 49 回国連婦人の地位向上委員会（国連「北京

＋10」世界閣僚級会合）（ニューヨーク） 

・「男女共同参画基本計画（第 2 次）」閣議決定 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」策定 

・男女共同参画活動拠点施設開設（4 か所） 

・秋田県男女共同参画推進計画「あきた女と男の

ハーモニープラン」策定 

2006 年 

(平成 18 年) 
 

・男女共同参画推進本部決定「国の審議会等にお

ける女性委員の登用の促進について」 

・「男女雇用機会均等法」改正 

・東アジア男女共同参画担当大臣会合開催 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」改定 

 

2007 年 

(平成 19 年) 
 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」改正 

・「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法

律」改正 

・「子どもと家族を応援する日本」重点戦略取りま

とめ 

・「仕事と生活の調和（ワークライフバランス）憲

章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動

指針」策定 

・全市町村において男女共同参画計画の策定達成 
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 世界の動き 日本の動き 秋田県の動き 

2008 年 

(平成 20 年) 
 

・男女共同参画推進本部決定「女性の参加加速プ

ログラム」 

・女子差別撤廃条約実施状況第 6 回報告提出 

 

 

2009 年 

(平成 21 年) 
 

・男女共同参画シンボルマーク決定 

・「育児・介護休業法」改正 

・女子差別撤廃条約実施状況第 6 回報告審議 

・ふるさと秋田元気創造プラン策定 

2010 年 

(平成 22 年) 
 ・「男女共同参画基本計画（第 3 次）」策定 ・「第 3 次秋田県男女共同参画推進計画」策定 

2011 年 

(平成 23 年) 

・「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントの

ための国連機関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）」発足 
  

2012 年 

(平成 24 年) 

・第 56 回国連婦人の地位向上委員会において「自

然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパ

ワーメント」決議案採択 

・「女性の活躍促進による経済活性化行動計画」策

定 
 

2013 年 

(平成 25 年) 
 

・「ＤＶ防止法」を「配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律」に改称、改正 
・第 2 期ふるさと秋田元気創造プラン策定 

2014 年 

(平成 26 年) 
 

・内閣に「すべての女性が輝く社会づくり本部」

設置 

・内閣官房に「すべての女性が輝く社会づくり推

進室」設置 

・「女性が輝く先進企業表彰」創設 

 

2015 年 

(平成 27 年) 

・第 59 回国連婦人の地位委員会（国連「北京＋20」

世界閣僚会合） 

・「女性活躍加速のための重点方針 2015」決定 

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進法）」成立 

・「男女共同参画計画（第 4 次）」策定 

・女性が輝く先進企業表彰内閣総理大臣表彰を

(株)北都銀行が受賞 

・あきた未来総合戦略策定 

・「あきた女性の活躍推進会議」設置 

・「秋田県女性の活躍推進本部」設置 

・「第 4 次秋田県男女共同参画推進計画」策定 

2016 年 

(平成 28 年) 
 ・「育児・介護休業法」改正 

・「秋田県女性の活躍推進企業表彰」創設 

・「日本女性会議 2016 秋田」開催 

2017 年 

(平成 29 年) 

・Ｇ７男女共同参画担当大臣会合（イタリア） 

・「ＷＡＷ！（国際女性会議）2017」（東京） 
 

・あきた未来創造部に次世代・女性活躍支援課を

設置 

2018 年 

(平成 30 年) 
 

・「政治分野における男女共同参画の推進に関す

る法律」公布・施行 

・第 3 期ふるさと秋田元気創造プラン策定（平 30

～平 34） 

・「あきた女性活躍・両立支援センター」開設 

2019 年 

(平成 31 年) 

（令和元年） 

 ・「女性活躍推進法の一部を改正する法律」公布 ・第 2 期あきた未来総合戦略策定（令 2～令 6） 

2020 年 

(令和 2 年) 
 ・第 5 次男女共同参画基本計画策定（令 3～令 7） 

・第 5 次秋田県男女共同参画推進計画策定（令 3

～令 7） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

由利本荘市男女共同参画計画 

―ひとと人と響き合うまちづくりをめざして― 

 

令和３年３月 
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